令和７年度広島県公立学校任期付教諭・臨時的任用教諭候補者
（広島県で新たな教員チャレンジ）選考試験について

１　趣　旨
広島県内の公立学校において、令和７年４月以降、欠員補充又は育児休業等を取得する教員の代員として勤務する任期付教諭及び臨時的任用教諭の選考を実施します。

２　任期付教諭・臨時的任用教諭について
(1) 任期付教諭の任用期間は原則１年間としますが、採用した日から３年を超えない範囲内において、その任期を更新する場合があります。臨時的任用教諭の任用期間は原則として、令和７年４月１日から同年９月30日までの６カ月間ですが、令和８年３月31日まで更新することができます。
(2) 職務内容及び給与は、原則として正規職員（定年制常勤職員を指す。）と同じ条件で広島県の教員経験を積むことができます。
(3) 主な任用事由は、次のとおりです。いずれの場合においても、職務内容及び給与は変わりません。
	任期付教諭・臨時的任用教諭

	・欠員補充　　　　　　　　　　　 　　　　　・病気休暇代員
・育児休業代員　　　　　　　　　　　　　　 ・出産休暇代員
・配偶者同行休業代員                       ・介護休暇代員　等
・各種派遣（長期派遣等）代員



３　選考を行う校種・職種・教科の区分について
	校種
	職種
	教科
	名簿登載予定者数

	小学校
中学校
特別支援学校
	教諭
講師
	【小学校】
　全科
【中学校】
技術
【特別支援学校】
小学部
	【小学校】
50人程度
【中学校】
５人程度
【特別支援学校】
　　10人程度



４　応募資格
これまでに広島県内（広島市を除く）の県立学校及び市町立学校において教諭等での勤務経験がなく、新たに広島県内での教諭等として勤務することを希望する者で、次の要件を満たす者とします。
・受験校種・教科に相当する普通免許状を有する方又は令和７年３月31日までに取得見込みの方。
・地方公務員法第16条及び学校教育法第９条の欠格事項に該当しない方。
・任期付教諭を希望する場合は、昭和40年４月２日以降に生まれた方。

５　申込方法
Ａ　電子申請（インターネット）による出願
希望者は、原則として電子申請により出願してください。ただし、必要に応じて、持参又は郵送による出願を受け付けます。
　(1) 出願方法
　　　「電子申請手続きの概要」を確認の上、広島県電子申請システムにより出願してください。
　　　なお、電子申請による出願の場合は、持参又は郵送する書類等はありません。また、適切に申請が完了した場合は、「申込完了」画面に整理番号とパスワードが表示されます。整理番号とパスワードを示したメールが登録したメールアドレスに届きます。このメールは出願したことの証明になりますので、保存しておいてください。
申請後は、電子申請システム上では「処理待ち」の表示が一定期間続きます。

　　　広島県電子申請システム
　　　アドレス　https://apply.e-tumo.jp/pref-hiroshima-u/offer/offerList_initDisplay.action

　(2) 出願期間
　　　令和６年10月１日（火）から令和６年10月21日（月）17時まで
　　　※　広島県電子申請システムは、システム管理等のため一時的に使用できない場合があるので注意してください。
　(3) 受験票の交付
　　　受験票は、10月下旬に広島県電子申請システムにアップロードします。利用者登録したメールアドレスにアップロードした旨をお伝えするメールを送付します。その後、受験票を広島県電子申請システムからダウンロードしてください。11月６日（水）を過ぎてもメールが届かないときは、広島県教育委員会教職員課（082-513-4924）へ連絡してください。

Ｂ　持参又は郵送による出願
　(1) 出願に必要な書類の請求
　　　出願に必要な書類は、広島県教育委員会のホームページから様式をダウンロードするか、広島県教育委員会事務局管理部教職員課（〒730-8514 広島市中区基町9-42）に請求してください。
なお、郵便で請求を希望する場合は、封筒の宛名面に「広島県公立学校任期付教諭・臨時的任用教諭候補者（広島県で新たな教員チャレンジ）選考試験受験案内請求」と朱書きし、必ず返信用封筒（角型２号（240mm×332mm）の封筒に250円分の切手を貼り、宛先（郵便番号・住所・氏名）を明記）を同封の上、下記の提出先に郵送し請求してください。

提出先　　〒730-8514 広島市中区基町9-42　　広島県教育委員会事務局管理部教職員課

(2) 提出書類
	提出書類等
	留意事項

	受験願
	ア　黒ボールペンを用いて必要事項を記入すること。
イ　写真（６カ月以内の撮影、サイズ縦4.5㎝×横3.5㎝、無帽正面上半身、背景無地）を貼ること。
ウ　受験願記入要領により、記入すること。

	選考シート
	ア　黒ボールペンを用いて必要事項を記入すること。
イ　選考シートの設問内容に沿って記載すること。

	郵便はがき（85円）1枚
受験票用
	ア　送付先の郵便番号、住所、氏名を宛名欄に明記すること。
イ　受験票として使用するため、裏面にはなにも記入しないこと。
ウ　インクジェット用はがき・消せるボールペンは使用しないこと。


　　　※　なお、この受験願をもとに、本選考試験以外の任用についても連絡する場合があります。



６　選考試験
(1) 選考方法
　　選考シートによる書類選考及び個人面接試験を実施します。
(2) 試験日時
　　下記のいずれかの日に実施します。発送する受験票にも記載します。
	日　　時
	面接試験場
	住所

	令和６年11月９日（土）
	福山庁舎
	福山市三吉町1丁目1-1

	令和６年11月16日（土）
	県立教育センター
	東広島市八本松南1-2-1



７　試験当日の持参物
全員：受験票、筆記用具

８　選考結果通知
選考結果については、令和６年12月５日（木）に本人宛て結果通知書を発送し、採用候補者名簿に登載されたか否かを通知するとともに、広島県教育委員会のホームページに掲載します。
※　電話・メール等での合否の問合せにはお答えできません。

９　登載者名簿の取扱い
[bookmark: _Hlk170206054](1) 選考審査の結果、「登載」と決定した者を令和７年度広島県公立学校任期付職員（臨時的任用職員）採用候補者名簿に登載し、採用は当該名簿に登載された者の中から行います。
(2) 登載期間は始期を令和７年４月１日からとし、終期を令和８年３月31日とします。
(3) 育児休業等の取得状況や児童・生徒数の変動等により、名簿登載希望区分どおりに任用されない場合があります。
(4) 配置校については、希望校種を尊重し、提出書類及び面接での希望を踏まえ決定します。希望どおりの地域で任用されない場合があります。
(5) 欠員等の状況によっては、合格した者を全て採用できない場合があります。
(6) 受験資格がないことが明らかになった場合は、合格を取り消すこととします。
(7) 名簿は、公開しないものとします。

10　その他の注意事項
(1) 提出された書類等は返却しません。
(2) 給与等の勤務条件については、別表１のとおりです。
(3) 採用（任用）地域については、書類選考及び面接試験での意向を参考に決定します。
(4) 本試験の応募資格が無い者や本試験で募集しない校種、職種及び教科については、広島県教育委員会がホームページに掲載している「臨時的任用教職員等の募集について」を参照し、応募することができます。





【別表１】
	勤務時間
	配置校によって設定

	週休日等
	週休日
	日曜日、土曜日

	
	休日
	国民の祝日に関する法律に定める休日、年末年始（12/29～1/3）

	休　　暇
	年次有給休暇
	正規職員に準じて付与

	
	特別休暇
	正規職員に準じて認められる

	給　　与
	給料
	
	経験年数等によって決定

	
	
	教育職（教諭、養教等）
	217,656円　～　428,782円

	
	
	教育職（助教諭等）　
	193,847円　～　324,799円

	
	給料の調整額（教育職のみ）
	　特別支援学級等の担当になった場合、級号給に応じて支給

	
	地域手当
	給料、扶養手当の月額合計額に支給割合を乗じて算定

	
	諸手当
	通勤手当、扶養手当、住居手当等を届出により支給

	
	期末手当、勤勉手当
	基準日における任用期間に応じて支給

	
	支給日
	給料及び諸手当
	毎月19日

	
	
	期末手当
	６月、12月及び３月の所定の日

	
	
	勤勉手当
	６月及び12月の所定の日

	
	退職手当
	在職期間等に応じて支給
（引き続いて在職した期間が６月未満の場合は対象外）

	
	その他
	正規職員に適用される条例等の規定を適用

	社会保険
	公立学校共済組合の短期組合員及び厚生年金の被保険者
　　※　40～64歳の方は、介護保険の被保険者となる

	雇用保険
	無し

	災害補償
	公務上及び通勤途上の災害に「地方公務員災害補償法」が適用

	そ の 他
	・給与から所得税、住民税、共済掛金等を控除して支給
・任用に伴い住居を移転した場合は、赴任旅費を支給
・児童手当（特例給付）は、住所地の市区町村が支給


※　令和６年４月１日時点
（参考）
	地方公務員法第16条（欠格事項）
	学校教育法第９条

	次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考を受けることができない。
①禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者
②当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者
③人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第六十条から第六十三条までに規定する罪を犯し、刑に処せられた者
④日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者
	　次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。
①禁固以上の刑に処せられた者
②教育職員免許法第十条第一項第二号又は第三号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から三年を経過しない者
③教育職員免許法第十一条第一項から第三項までの規定により免許状取上げの処分を受け、三年を経過しない者
④日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者



